
工事サービスの購買条件 
 
第１条 サービスの内容 
乙は、注文書記載の工事内容を工事サービス（以下、「サービス」といいま

す。）として甲に提供します。 
第２条 「サービス」の完了、検査および引渡し 
１．乙は「サービス」を完了したときは甲に書面で通知します。甲は、設計図

書に適合していることを検査し、乙の通知日から３０日以内に、乙に対し

書面にて合否を通知するものとします。 
２．完了した「サービス」が設計図書に適合しないと甲が判断した場合には、

修補の必要性、内容および期間について甲と乙が協議します。修補が行わ

れた場合の検査についても、本条に従います。 
３．本条の検査の合格をもって、契約の目的物の引渡しが完了したものとし、

この時点を以て乙から甲に所有権が移転します。 
４．甲と乙は、仮設物の取り払いおよび後片付けなどの処置につき協議のうえ 

定めます。 
第３条 支払い 
１．甲は、工事に係わる請求書を当月末日までに提出したものについて、工事

の代金を当月末日に締め、翌々月末日までに銀行振込により乙に支払うも

のとします。消費税は別途加算され請求されます。尚、振込手数料は甲の

負担とします。 
２．甲の帰すべき事由により料金の全部又は一部を前条１）項及び２）項の支

払約定日までに支払うことができない場合、乙は、甲に対し、支払約定日

の翌日より支払いの日までの日数に応じ、料金のうち、支払いが行われて

いない料金に対し年利３％（甲乙間における本契約が下請法における下請

取引となる場合、支払約定日の翌日より支払いの日まで年利１４．６％）

を乗じて計算した金額を遅延損害金として請求することができる。遅延損

害金に１円未満の端数が生じた場合にはその端数を切り捨てるものとし

ます。 
第４条 契約不適合 

甲は、「サービス」の結果について、種類、品質又は数量に関して本契約の

内容に適合しないものであることを第２条第３項に定める所有権移転の日

から起算して一年以内に、発見したときは、乙に対して速やかに通知し、そ

の修補ないしは代替品の納入を請求し、又は修補ないしは代替品の納入と共

に損害賠償を請求することができる。 

第５条 機密情報 
１．本契約において「機密情報」とは、本契約に関連していずれかの当事者が 

相手方に対し、(1)機密と明記のうえ開示した情報、(2)口頭で機密と告げ 
たうえで開示した情報のうち、開示後１４日以内に文書により機密である 
旨を通知した情報、及び(3)営業秘密（不正競争防止法第２条第 6 項の定義 
するもの）を意味するものとし、「開示当事者」とは、本契約にもとづき 
機密情報を相手方に開示する当事者、「受領当事者」とは、機密情報の開 
示を受ける当事者をそれぞれ意味するものとします。 

２．受領当事者は、開示当事者から開示を受けた機密情報を善良な管理者の注 
意をもって、受領後５年間、機密するものとし、業務上の必要がある自社 
又は「関連会社」の従業員以外には、開示又は使用させないものとします。 

３．本契約は、受領当事者が保有する次の各号にかかげる情報には適用されま

せん。 
（1）機密保持義務を負うことなく既に保有している情報 
（2）独自に開発した情報 
（3）第三者から正当に入手した情報 
（4）受領当事者の責に帰すべき事由によらずに公知となった情報 

４．受領当事者は、本契約が終了したとき又は開示当事者が請求したときはた

だちに、開示当事者の機密情報を含むすべての資料を返還又は破棄する

ものとします。  
５．「関連会社」とは、次の各号にかかげるものをいいます。  

（1）甲又は乙の議決権付株式又は証券の半数以上を直接又は間接に所有又 
は支配している法人その他の団体 

（2）前号所定の団体が、議決権付株式又は証券の半数以上を直接又は間接 
に所有又は支配している団体 

第６条 著作権 
本契約に基づき乙が作成する設計図書、報告書及びその他の資料（以下併せ

て「資料」という）の著作権は乙が専有します。 
第７条 履行遅滞 
乙の帰すべき理由によりサービス期間内に契約の目的物を甲に引渡すこと

ができない場合には乙は、遅滞日数１日につき「サービス」料金から工事の出

来形部分と搬入済の工事材料に対する「サービス」料金相当額を控除した額の

千分の一に相当する金額の違約金を、損害賠償に代えて支払います。 
第８条 第三者損害 

乙の提供する「サービス」に伴い発生する騒音、地盤沈下または地下水の断

絶等により、第三者に人身障害または不動産もしくは有体動産の損害が生じ、

当該第三者から甲が損害賠償等の請求を受けた場合には甲が書面で速やかに 

 
 
請求の事実および内容を乙に通知し、かつ、乙がその防御および和解交渉に十

分な権限をもつ場合に限り、乙は、甲を防御し、かつ、確定した損害賠償額、

及び弁護士費用を含むその他の費用を負担します。 
第９条 損害賠償 
乙の責に帰すべき事由により甲に損害が発生した場合、乙は、請求の原因を

問わず甲に生じた一切の損害を賠償するものとします。 
第１０条 権利義務の譲渡等 
甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾なしに、本契約から生じる権利、

義務を第三者に譲渡もしくは移転することはできません。 
第１１条 設計の疑義、条件の変更 
設計図書および仕様書等に疑義がある場合または「サービス」の条件に変更

が生じた場合は、甲または乙は書面をもって相手方に通知し、「サービス」の

内容、期間または料金を変更する必要がある場合は協議のうえ書面にて定めま

す。 
第１２条 「サービス」の変更および「サービス」期間の変更 
１．甲は、乙に対し、「サービス」の通知もしくは変更または「サービス」期 

間の変更を求めることができます。 
２．乙は、正当な理由がある場合には甲にその理由を明示して「サービス」期

間の延長を求めることができます。延長日数は甲と乙が協議して定めるも

のとします。 
第１３条 「サービス」料金の変更 
１．次の各号のひとつにあたるときは甲または乙は相手方に対して「サービス」 

料金の変更を求めることができます。 
 （１）「サービス」の通知または変更があったとき。 
 （２）法令の制定・改廃・経済事情の激変等によって、「サービス」料金が 

適当でないと認められるとき。 
２・「サービス」料金を変更する場合は甲と乙が協議のうえ「サービス」の追

加、変更部分について再見積し変更金額を定めるものとします。 
第１４条 「サービス」の中止と解約 
１．甲は、必要により、「サービス」を中止または解約することかできます。

ただし、乙は既に生じた費用について甲に補償を求めることができます。 
２．いずれの当事者も、次の各号のひとつにあたるときは、「サービス」を中

止させ、または、本契約を解約することができます。 
（１）「サービス」が工程表より著しく遅れ、「サービス」期間内または期 

限後相当期間内に、「サービス」を完成する見込みがないと認められ 
るとき。 

  （２）他の当事者が本契約に違反し、相当の期間を定めて書面で催告した 
にもかかわらず是正処置が講じられないとき。 

３．「サービス」が解約された場合には、一定期間を定め、工事の出来方部分

及び有償支給材料を含む購入済みの工事材料の引き取りについて甲乙協

議するものとします。 
４．甲または乙は相手方の資産、信用または事業に重大な変化が生じ、本契約

に基づく債務の履行が困難になる恐れがあると認められるときは、書面に

よる通知をもっていつでも本契約を解約できます。 
第１５条 紛争の解決 

本契約について当事者間に紛争が生じた場合は東京地方裁判所を合意上の

専属管轄裁判所とします。 
第１６条 その他 
１．甲は、設計図書において甲が提供するものと定められた施工上必要な建物

等を、施工上必要と認められる日（設計図書に特別の定めがある場合は、

その定められた日）までに確保し、乙の使用に供するものとします。 
２．乙が「サービス」の全部または一部を乙の選任した工事業者によって行わ

せる場合は、甲の書面による事前同意を得るものとします。この場合、乙

は、当該第三者との契約において、本契約に基づく乙の義務と同等の義務

を第三者に負わせるとともに第三者の行為につき甲に対し、直接責任を負

うものとします。 
３．本契約において別に定める場合を除き、本契約は両当事者が記名捺印する 

書面によってのみ変更できます。 
４．本契約が解約または終了した場合であっても、第４条「契約不適合」、第

６条「著作権」、第８条「第三者損害」、第９条「損害賠償」、第１０条「権

利義務の譲渡等」および第１５条「紛争の解決」は有効に存続するものと

します。 
５．乙が、労働災害補償保険に加入していない場合には、乙が当該保険に加入

していない結果、甲の蒙った損害を補償するもものとします。 
６．本契約に関して疑義が生じた場合は、当事者双方が信義誠実の原則に従っ 

て協議するものとします。 
７．本契約に基づいて行われる取引は、日本国法に準拠とします。 
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